
茨城県筑西市関本地区（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

〇経営面積 15.8ha

○6次産業化 0.0t

○個人経営

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

〇経営面積 20.8ha

○6次産業化 14.4t

○法人化

【経営の経緯】

 昭和48年 営農開始

 平成16年 経営改善計画の認定

 令和 2年 法人化

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 地域の農地集積と経営面積の拡大、経営の効率化や低コスト化を図るため、高性能なコンバインを導入
○ 生産性の向上、高品質化等による高付加価値販売や６次産業化を推進し、新たな収益の柱づくりに取り

組むことが必要

《事業による整備内容》

○ 普通型コンバイン １台

事業費 11,334千円

（国費 3,000千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

 農業従事者の高齢化と減少、後継者不足等の問題が顕在化しており、新規就農者の

確保・育成、地域の中心となる担い手への農地集積、大型機械等の導入による低コスト

化の推進を支援

 助成対象者は、人・農地プランの中心経営体に位置付けられており、地域の農地の受
け手として育成を図る

【地区の概要】

 水稲を中心とした平地農業地域

また、歴史ある日本梨の産地である

 農業従事者の高齢化と減少等が

進み、農地の受け手となる担い手の

育成が課題

個人 水田作

（132％）

〇 コンバイン導入により、適期作業による良質な作物の安定生産や作業の効率化が図られ、新たに輸出米の

作付・出荷を実現

〇 人・農地プランの中心経営体として、地域の農地集積・経営面積の拡大に伴い、法人化にも取り組み、

地域雇用の創出に寄与

茨城県

筑西市



茨城県行方市（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

〇経営面積 1,909ha

○経営コストの縮減
145,863円／10a

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

〇経営面積 2,284ha

○経営コストの縮減
143,285円／10a

【経営の経緯】

 昭和61年頃 親元で兼業



 平成22年 専業農家として稲作
の作付け開始

 平成27年 農地中間管理事業の
活用

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○田植えの効率化・省力化田の拡大を図り、経営面積と売上高の拡大を目指す。

《事業による整備内容》

○ 田植え機（8条刈り） １台

事業費 3,688.2千円

（国費 1,024千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

 農業従事者の高齢化に伴い、廃業によって耕作放棄地となってしまう農地が今後増えて
いく事が強く懸念されるため、農地の集積・集約化を推進する必要。

 作業受託や農地中間管理事業の活用による経営面積の拡大とともに、農地の受け手と
しての育成を支援する。

【地区の概要】

 水田では稲作やレンコン、畑ではサ
ツマイモや葉物野菜などが栽培され
ている平地農業地域

 地域内の農地の引き受け手がなく
なり、耕作放棄地の増加が課題

個人 水稲

（119％）

〇 田植え機を導入し、作業の効率化及び省力化することで経営面積の拡大と経営コストの縮減が実現。

〇 農地中間管理事業を活用し、田を拡大することで耕作放棄地の縮小に貢献。

茨城県

行方市



栃木県足利市筑波地区

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

○経営面積 29.5ha

〇雇用 4名

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

○経営面積 36.2ha

○雇用 8名

【経営の経緯】

平成27年

これまで個人で行ってきた農業経営
を法人化。就農計画の認定を受ける

令和元年

自社サイトで食肉の通信販売を開始

令和３年

「農場HACCP」の認証を受ける

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 経営拡大を実現するため、経営面積の拡大と、それに伴う雇用の拡大が必要。
○ 経営全体の面積拡大を実現するため、露地野菜部門のたまねぎ栽培に必要な機械等を導入し、作業の
省力化及び効率化を図る。

《事業による整備内容》

○玉ねぎ全自動移植機

事業費 2,266千円

（国費 629千円）

○歩行型玉ねぎ収穫機

事業費 1,188千円

（国費 330千円）

○玉ねぎピッカー

事業費 1,615千円

（国費 448千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

担い手へ農地の集積・集約化を進め、経営規模の拡大を図ることで、
経営基盤の強化を推進

助成対象者は、肉用牛の肥育と米麦、露地野菜を組み合わせ、“耕畜
連携”による複合経営を行っており、代表は県の農業士として認定を受け
ている者。地域の中心経営体として経営規模拡大への取組を支援

【地区の概要】

米麦の二毛作及びトマトやアスパラガスなどの施
設園芸やたまねぎなどの露地野菜、畜産を組み合
わせた複合経営が主体の平地農業地域

地区の中で畜産農家がまとまり団地を形成して
おり、耕畜連携が盛んな地域

法人 肥育牛、水田作、露地野菜

（200％）

〇設備の導入でたまねぎの作付けに係る省力化が図られたことにより、経営面積及び雇用の拡大を実現

○経営基盤強化の一例として、地域の他の担い手への波及を期待

栃木県

足利市

○オニオンタッピングマ
シーン

事業費 1,134千円

（国費 315千円）

○搭載型シーダー

事業費 1,528千円

（国費 424千円）

（123％）



千葉県印西市六合地区（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

○ 経営面積（田面積）の
拡大 25ha

○ 農産物の高付加価値化
12ha

【現在の経営状況】
〈Ｒ元年度〉

○ 経営面積（田面積）の
拡大 30 ha

○ 農産物の高付加価値化
17ha

【経営の経緯】

平成8年 法人化

平成9年 経営改善計画の認定

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 高性能機械の導入により、経営面積の拡大を目指す
○ 高性能機械の導入により、環境にやさしい農業による作付面積を拡大し、農産物の高付加価値化を図る。

《事業による整備内容》

〇トラクター 45ps １台

事業費 6,040千円

（国費 1,677千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

地区の担い手不足に対応するため、農地の集積・集約化を推進し、経営面積を拡大す
る。

助成対象者は、周辺唯一の農地所有適格法人であり、地区の受け手としての期待は
大きい。担い手として、生産効率の向上と経営力の強化を図り、農業経営の持続的維
持・発展に向けて支援する。

【地区の概要】

水稲を中心とした平地農業地域

中小規模の農家が多く、後継者
不足や従事者の高齢化により、今
後の担い手不足が懸念される

法人 水田作

（120％）

〇 高性能機械の導入による経営面積の拡大が実現。

〇 助成対象者への農地の集積・集約により、耕作放棄地の増加の抑制につながった。

千葉県

印西市

（142％）



長野県安曇野市小倉地区（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

〇経営面積 250a

〇新品種（シナノリップ）
の作付け 0a

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

〇経営面積 300a

〇新品種（シナノリップ）の
作付け 40a

【経営の経緯】

平成26年 担い手不足の課題に
対応するために、農地の受け皿と
して７名の梨生産者で法人設立。
研修生等外部からの労働力を確保
しやすくするために、法人とした。

平成29年 就農計画認定

りんご栽培により規模拡大

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 作業を効率化し、経営面積の拡大につなげるために、除草作業の機械化が必要。

《事業による整備内容》

〇トラクター17馬力一式

１台

事業費 1,988千円

（国費 552千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

果樹農家の経営の拡大を支援することで、将来にわたる地域農業の持続的・安定的な
発展を図る。

地域農業を中心的に担う当該法人を持続的に支援し、経営面積の拡大につなげる。

【地区の概要】

りんごを中心とする果樹栽培が盛
んな平地農業地域

高齢化により、地域農業を持続的
に支えていく担い手が不足している。

法人 果樹

（120％）

皆増

〇 除草作業の機械化により作業時間が短縮し、経営規模の拡大と、新品種の作付けにつながった。

〇 県推奨新品種の導入により、地域農業の持続化と発展を図る取組を展開。

長野県

安曇野市



長野県駒ケ根市東伊那地区（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

○売上高 ２４，２６６千円

〇水稲 ７．１７ha

〇野菜苗 ０．０７５ha

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

○売上高 ２５，０４６千円

〇水稲 １０．８ha

〇野菜苗 ０．０７５ha

【経営の経緯】

平成１１年

先代から経営を継承

平成１２年２月

経営改善計画の認定

平成１４年

会社退職により専業農家となる

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 経営面積の拡大による経営安定を図るためには、作業の効率化・省力化と品質向上が必要
○ カメムシによる斑点米などの着色粒の対策として色彩選別機を導入し、品質の向上を図るとともに、過
度な畦畔の草刈り作業を減らし労力を軽減することにより、栽培面積の拡大を図る。

《事業による整備内容》

〇色彩選別機 １台

事業費 ２，２５０千円

（国費 ６２４千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

認定農業者や地域担い手の農作業の軽減を図り、農地の集積・集約化による農地等の
基盤確保を進め、次世代につながる農業経営を展開していける農家を推進

農作業の効率化を進め、地域の水田の集積を図っている助成対象者の経営発展を支援
し、耕作放棄地を減らし、地域の中核的な農家として経営していけるような取組を支援

【地区の概要】

中小規模の果樹・施設園芸・野菜の
専業、水稲を中心とした複合経営
地域農業を持続的・継続的に支えて
いく後継者・担い手の育成が課題と
なっている

個人 水稲

（１０３％）

（１５０％）

〇 水稲の品質向上と畦畔管理作業の軽減により、経営面積の拡大が図られ、安定的な経営を実現

〇 助成対象者の経営の発展により、人・農地プランの中心経営体として、農地の受け手機能が確立

長野県

駒ケ根市

（１００％）



静岡県浜松市中・南・東・西・北・浜北・天竜（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

◯経営面積 250ａ

作付品目
柿
とうもろこし
まこもたけ

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

◯経営面積 536ａ

作付品目
柿
とうもろこし
まこもたけ

【経営の経緯】

平成23年 会社員として勤務してい
たが農業に転身。地元農家の元で
研修開始

平成25年 旧青年就農給付金事業
も活用し独立、自身で営農開始。
（柿・とうもろこし）

平成29年 経営改善計画の認定

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 経営規模拡大のため、機械化による作業効率の向上が必要
○ 管理及び出荷に用いる草刈機・荷揚機を導入し、作業効率化を図る。

《事業による整備内容》

○乗用草刈機（モア） １台

事業費 ９００千円

（国費 ２７０千円）

◯歩行型電動荷揚機 １台

事業費 １，５９６千円

（国費 ４７８千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

次代の農業の維持・発展のため、新規就農者への支援及び既存の中心経営体の経営
発展に向けた支援が必要

助成対象者は会社員から転身した若い新規就農者であったが、経営者の視点を持った
優れた農業経営が期待できた事から、その経営規模拡大を支援

【地区の概要】

多様な地形が併存し、果樹を始め
野菜や水稲、茶葉など様々な作目
が作付けされている

高齢化、後継者不足とそれに伴う
耕作放棄地の増加

個人 露地果樹、露地野菜

（214％）

〇 管理・出荷作業の機械化により省力化が図られ、経営面積拡大が実現

〇 農業経営の発展・安定により地域農業に定着。新規就農モデルとして地域への波及を期待

静岡県

浜松市



静岡県磐田市北部地区（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

〇経営面積： 15.4ha

〇耕作放棄地の解消：0a

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

〇経営面積： 30.5ha

茶園 21.5ha

ネギ・ごぼう 他

9.0ha

〇耕作放棄地の解消：44a

【経営の経緯】

昭和48年 就農。従来の製茶工場
を鉄骨造により建替、以後数度にわ
たり増築。

昭和63年 経営移譲

平成７年 経営改善計画の認定

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 経営の規模拡大を図るため、農作業の効率化が必要
○ 耕作放棄地の再生利用に取り組みつつ、安定的な経営を継続するため、乗用型防除機を導入

《事業による整備内容》

○乗用型防除機 １台

事業費 5,580千円

（国費 1,550千円）

事業の
効果

【支援内容・背景】

地域の担い手に農地中間管理事業等を活用し、農地の集積を進め、より生産性の高
い茶業経営農家を育成していく。

助成対象者は、地区内で茶園と露地野菜による複合経営を営みながら、市内の茶業
振興にも取り組んでおり、より一層の農地集積や経営の合理化を支援。

【地区の概要】

天竜川沿いでは、水稲、露地野菜
が、磐田原台地では、茶園が主体

当地区では高齢化、担い手不足、
茶価の低迷等により耕作放棄地が
増加している

個人 茶、露地野菜

（198％）

（皆増）

〇 作業の効率化により、経営面積の拡大と耕作放棄地の解消が進んだ。

○ 茶の複合経営（白ネギ）のモデルとして地域への波及を期待

静岡県

磐田市北部地区



静岡県吉田町平地農業地域（融資主体補助型）

助成対象者の経営の状況と事業内容

【事業実施時の状況】
〈H29年度〉

○経営規模の拡大

6.55ha

○農産物の高付加価値化

0.00ha

【現在の経営状況】
〈Ｒ２年度〉

○経営規模の拡大

8.71ha

○農産物の高付加価値化

0.60ha

【経営の経緯】

500年以上前から続く農家

19歳で就農

Ｈ4年 トルコキキョウ栽培開始

Ｈ4年 県農業経営士認定

Ｈ7年 経営改善計画の認定

Ｈ16年 トルコキキョウが金賞1席
農林水産大臣賞受賞

Ｈ17年 家族経営協定締結

Ｈ19年 トルコキキョウが金賞1席
農林水産大臣賞受賞

地域農業の在り方等を踏まえた市町村支援計画等の概要

《事業活用の背景》
○ 機械の導入による農作業の省力化や新品種導入の高付加価値化により、経営面積の規模拡大を図る。

○ より高品質な作物の生産を目指し、先進的な機械を導入し、各作業の省力化を図ることにより、トルコキ
キョウに時間と労力を注ぎ、更なる高品質化を目指す。

《事業による整備内容》

○ＧＰＳ付田植機 1台

事業費 3,190千円

(国費 886千円)

○乗用攪拌肥料散布機 1台

事業費 1,134千円

(国費 315千円)

事業の
効果

【支援内容・背景】

機械の導入又は性能向上等により農作業の効率化を図り、農地中間管理事業を活用
し、中心経営体への農地集積を推進する。

助成対象者は、地区内で大規模に複合経営を営んでおり、県農業経営士として認定を
受けている者であり、今まで多くの新規就農者を指導してきた。今後、より一層の耕作面
積拡大と機械化に伴う省力化を図ることにより地区における複合経営の取組普及モデル
として支援する。

【地区の概要】

混住化が進んでいるが、基盤整備さ
れた纏まった優良農地がある。

家族経営による水稲・レタスを中心
とした複合経営が定着している地域

個人 水稲、レタス、花

（皆増）

（133％）

〇 機械の導入による農作業の効率化や新品種導入による高付加価値化が図られ経営規模が拡大

〇 農地中間管理事業の活用により中心経営体への農地集積の推進に寄与

静岡県

吉田町


